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Con t e n t s

第96期中間のご報告
株主の皆様へ



株主の皆様へ

当中間期の概況

先の令和元年台風第15号・第19号により被災され
た皆様に謹んでお見舞い申し上げますとともに、1日
も早い復旧を心よりお祈りいたします。

さて、当第２四半期連結累計期間（2019年４月１日
～2019年９月30日）におけるわが国経済は、雇用・
所得環境の改善が持続し、緩やかな回復基調で推移し
ました。一方、海外においては、米国・欧州の経済は
緩やかな回復が継続したものの、中国の経済は成長
ペースが鈍化しました。世界経済は、米中貿易摩擦や
中国経済の減速、英国のEU離脱問題等、先行き不透明
な状況が続いております。

このような中、当社グループの主要事業分野であり

ます自動車関連業界におきましては、主要顧客の自動車
生産台数は、日本・中国では前年同期を上回り、米国・
欧州においては総じて前年同期並みに推移しました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、
顧客の生産台数増に加え、新規売上の獲得と2018年
８月に株式取得したSchrader社の連結等により、 
827億65百万円（前年同期比28.7％増）となりました。 
利益面では、戦略的な設備投資による減価償却費の増加
等があるものの、売上増による利益増や原価改善等に
より、営業利益は46億83百万円（前年同期比19.1％
増）、経常利益は為替の影響等により49億35百万円

（前年同期比2.5％減）、親会社株主に帰属する四半期
純利益は34億73百万円（前年同期比9.2％減）となりま
した。

ごあいさつ

株主の皆様には、平素より格別のご支援、ご高配を賜り、

厚く御礼申し上げます。

ここに、第96期中間期（第2四半期連結累計期間：2019年

4月1日～2019年9月30日）における営業の概況について

ご報告申し上げます。

2019年11月

代表取締役社長
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To Our Shareholders

株主の皆様への利益還元につきましては、当中間配当
金は当初発表通り、1株につき16円、未定となっており
ました期末配当金は、1株につき17円とし、年間では
33円とさせていただく予定です。

今後の見通し

自動車関連業界は、100年に一度の大転換期の中に
あり、「CASE」や「MaaS（モビリティ・アズ・ア・サービ
ス）」が企業間競争のカギとなってきております。当社も
生き残りをかけて、ここ数年、高水準な戦略投資を行い、
攻めの経営を行ってきましたが、我々を取り巻く環境は
依然厳しいものと予想されます。

こうした状況の下、当社グループは2020年をめざし
た中期経営計画「OCEAN-20」を推進してきましたが、
連結売上高目標を1年前倒しで達成する目途がついたため、
このたび中期経営計画をローリングし、「OCEAN-22」を
策定しました。（P4参照）

今後は、ものづくりの足元固めを行うとともに、モビ
リティ社会を見据えた新技術・新工法の開発、海外拠点
の拡充・自立化の推進、それを担う人財の育成に注力
し、未来に向けた価値の創造と企業経営の質の向上を
実現してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも当社グループ
へのご支援とご指導を賜りますよう、お願い申し上げ
ます。

※2018年度中間期は、暫定的な会計処理の確定による見直し後の数値であります。

中間期通期

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
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ブランドスローガンと中長期ビジョンの策定

私たちは、安全・環境・快適性能向上に寄与する新事業・新技術・新製品開発を通じて、社会から信頼され、期待される
企業として持続的な成長を続けていきたいと考え、その思いを込めて、新たに“ブランドスローガン”を策定しました。
モビリティ社会を見据え、豊かで安全・安心な未来を提案できるものづくり企業、そして、持続可能な社会の実現に
貢献する企業をめざして、情熱を持って未来を創造していきます。

　私たちは、創業80周年の節目である2010年に、10年先を
見据えた長期ビジョン「PACIFIC GLOCAL VISION 2020」
を策定し、グループの夢とミッションを明確にしました。
　自動車産業は今、100年に一度と言われる大転換期を迎え
ており、環境問題をはじめとする社会課題が深刻さを増す
とともに、企業には、強固なガバナンス体制をはじめ、社会

課題に真摯に向き合う姿勢が求められています。こうした
状況の中、太平洋工業グループは、ものづくりを通じて、
新たな価値の創造に挑戦するとともに、持続可能な社会へ
の貢献をめざして、長期ビジョンの見直しを行い、「めざす
企業像」を明確化しました。持続的成長を続ける100年企業
をめざして、新たな未来に挑戦していきます。

長期ビジョン「PACIFIC GLOCAL VISION」

ブランドスローガン
Brand Slogan

思いをこめて、あしたをつくる思いをこめて、あしたをつくる

ステークホルダーに信頼され、地域社会に根ざし、共存・発展できる真のGLOCAL企業

持続可能な社会に向けて、コア技術を活かし、新事業・新製品・新技術を提供し続ける企業

社員の新しい発想や挑戦を大切にし、仕事と生活の調和が実感できる企業

vision  1

vision  2

vision  3
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中期経営計画「OCEAN-22」を新たに策定
　私たちはこれまで、長期ビジョンの実現に向けた具体
的アクションプランとして、中期経営計画「OCEAN-20」
を策定し、推進してきました。その取り組みの一つとして、
2018年8月にSchraderグループ3社を子会社化し、同年
11月には「OCEAN-20」の目標値を見直しましたが、連結
売上高目標が、1年前倒しで達成する目途がついたため、
このたび中期経営計画をローリングし、「OCEAN-22」を
策定しました。
　自動車業界は、次世代モビリティの普及に伴い大きく

変化しており、今後新たな成長を遂げるためには、新製品・
新技術の深化、新規顧客の獲得、海外拠点の確保、コスト
競争力の強化などが必要となります。このような環境
変化をチャンスと捉え、これまで培ってきた強みを活かし、
グループの総力を結集して競争力を強化していきます。
　また、「OCEAN-22」では、ものづくりの足元固めを行い、
次なる飛躍に向けた利益体質の強化と、それを実行する
人財育成に注力するとともに、ESG（環境・社会・ガバナ
ンス）の取り組みも強化していきます。
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連結売上高 1,750億円

7%台連結営業利益率

6%台ROA（営業利益）

重点取り組み

信　頼 Trust
▶ 収益力確保と企業価値の向上
▶ ガバナンス向上とリスク低減
▶ ESG経営による事業の充実

革　新 Innovation
▶ 開発・技術のイノベーションを実現
▶ AIとIoTを活用した生産技術の革新
▶ ものづくり改革による高効率なライン造り

挑　戦 Challenge
▶ SDGs目標に向けたグローカル経営の実現
▶ ダイバーシティの推進と次世代人財の育成
▶ チャレンジできる企業風土の醸成

連結売上高
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IR plaza
IRプラザ

事業取得をより価値があるものとするため、シナジー
委員会を設置し、双方の優れた点やノウハウを活用した
生産性向上、品質改善、コスト削減などの一体化活動に
取り組んでいます。積極的な意見交換や情報共有を進め、
めざす姿を共有するとともに、ものづくり系と拡販・開発

系で、早期のシナジー効果出しを進めています。
中期的な活動としては、相互の販路を活用した拡販

や、新規開発アイテム共有による開発の効率化・共同
開発の取り組みを始めています。バルブ事業は、様々な
産業分野に活用できる技術であり、今回のM&Aで製品
ラインアップも大幅に拡大しました。今後、技術・品質・
サービス等、すべてにおいて世界ナンバーワンのバルブ
メーカーをめざしていきます。

Schrader3社を子会社化して1年が
経過したが、どのような取り組みを
行っているか

Q1

株主様の
質問に

お答えします

太平洋工業 Q&A
当社がIR活動を推進する中で、株主や投資家の皆様から
お寄せいただく主な質問にお答えします。

燃料系バルブ 航空機用バルブ 産業機械用バルブ

■品目別グローバルシェア

■Schraderで生産するその他のバルブ製品

バルブコア

その他

SCHRADER

PACIFIC

タイヤバルブ

その他

SCHRADER

PACIFIC

チャージバルブ

その他

SCHRADER

PACIFIC
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当社は、中国市場を見据え、先行投資で2014年に中国常熟に
TPMSの生産拠点を設立し、日本・米国・中国の3拠点生産体制を 
構築しています。中国では、2019年1月にTPMSの搭載が法規化され、
今後、需要が増加する見込みであり、需要に合わせて、順次、設備
増強を行っていく予定です。新製品開発では、顧客ニーズに合わせ、
より小型・軽量なTPMS Eタイプを開発し、各拠点での切り替え、
拡販を進めております。

TPMSは安全性の向上や燃費向上にも効果があり、自動運転技術
などの進化により、搭載ニーズは高まっています。当社は、日本唯一 
のTPMS送信機専門メーカーとして、高い評価をいただいておりま
す。競争力強化のため、一層の小型・軽量化を進めるとともに、 
アフターマーケット専用品（汎用型）の開発も進め、拡販を推進して
いきます。

当社は、これまでもCSRを経営の最重要課
題と位置づけ、様々な活動に取り組んできま
したが、近年、企業の持続的成長のために、
国連が提唱するSDGs（持続可能な開発目標）や
ESG（環境・社会・ガバナンス）の取り組みが 
求められています。当社においても、これまで 
の活動とSDGsの17の目標と169のターゲット
を照らして検証を進め、当社の事業活動 
そのものが多くのSDGsと深く関わっており、
多面的に貢献していることを再確認しました。
これらの得意分野を更に伸ばし、SDGsや 
ESGの取り組みを進め、持続的に成長して 
いきたいと考えています。

顧客の軽量化ニーズの高まりから、自動車の骨格となるプレス製品は、「超ハイテン
材」の使用が急速に伸びています。売上の伸長は、こうした超ハイテン製品の受注 
拡大によるものです。当社は、国内外に超ハイテン製品を加工できる大型プレス機を 
導入し、お客様の生産拠点のニーズに合わせ供給できる体制づくりを積極的に進めて 
います。特に冷間プレスにこだわり、型設計、工程設計のノウハウを活かして、1180MPa級の
超ハイテン材、あるいはそれ以上の材料を加工できる技術開発を推進していきます。

また、日本と北米ではホットスタンプも供給でき、アルミやウレタンを使った高度な成形技術
も有しており、顧客ニーズに応え、確実に売上を伸ばしていきたいと考えています。

TPMS送信機

プレス・樹脂製品事業は順調に売上を伸ばしているが、
今後の取り組みは？Q2

TPMS（タイヤ空気圧監視システム）の
今後の動向は？Q3 ESGや

SDGsの取り組みは？Q4

フロントピラー 
ロアアウタ

西大垣工場の3000トンプレス機

中国子会社のTPMS送信機生産ライン
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事業別概況・地域別概況

2018年８月に株式取得した米国およびフランスのSchrader社を
連結したこと等により、当事業全体の売上高は260億41百万円（前
年同期比37.7％増）、営業利益は32億57百万円（前年同期比24.9％
増）となりました。

なお、前第２四半期連結損益計算書には、米国Schrader社の
2018年９月１日から2018年９月30日までの業績を含みます。

プレス製品

フロントピラー 
ロアアウタ フードヒンジ

樹脂製品

エンジンカバーオイルパン
ハイブリッド
バッテリーケース

制御機器製品

リリーフバルブ チャージバルブ

TPMS製品

TPMS 送信機

ダイカスト製品

シリンダー

タイヤバルブ製品

バルブコア チューブレスバルブ

31.5%31.5%

売上高 260億円　営業利益32億円
バルブ製品事業

68.4% 売上高 566億円　 営業利益 14億円
プレス・樹脂製品事業

顧客の生産台数増に加え、車両の軽量化ニーズに伴う超ハイテン
材やアルミ材の新規製品の拡販が寄与し、当事業全体の売上高は
566億46百万円（前年同期比25.1％増）、営業利益は、売上増によ
る利益増や原価改善等により14億22百万円（前年同期比9.0％増）と
なりました。

■ 売上高・営業利益
（百万円）

（年度）
0

30,000

60,000

120,000

90,000

0

（中間期）

（百万円）

3,000

6,000

4,500

1,500
2,047

83,241

売上高 通　期
中間期

営業利益 通　期
中間期

20172016

1,244
34,139

2018

2,542

70,876

747

39,842

2019

1,305

4,278

1,422

45,277
56,646

100,471

■ 売上高・営業利益
（百万円）（百万円）

（年度）
00

20,00020,000

10,00010,000

30,00030,000

50,00050,000

40,00040,000

0

（百万円）

2,000

10,000

6,000

8,000

4,000

（中間期）

売上高 通　期
中間期

営業利益 通　期
中間期

20172016 2018 2019

15,554
2,825

32,620

6,120

16,607
3,094

34,293

5,946
18,910

26,041

44,270

2,608

6,001

3,257

センターオーナメント ホイールキャップ

PHV用スプラインプレート

鍛圧製品

※2018年度中間期は、暫定的な会計処理の確定による見直し後の数値であります。7



Business Results by Segment / Regional Results

日本   
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827億円
地域別概況
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※2018年度中間期は、暫定的な会計処理の確定による見直し後の数値であります。
　セグメント別の金額は、セグメント間取引の消去後の数値であります。

地域別売上高

地域別営業利益

主要顧客の自動車生産台数が前年同期を上回ったことに加え、
新規製品の拡販が寄与し、売上高は394億22百万円（前年同期比
24.2%増）となりました。利益面では、戦略的な設備投資に伴う
減価償却費の増加などがあるものの、売上増による利益増や原価
改善などにより、営業利益は29億26百万円（前年同期比50.1%増）
となりました。

日　本

新規売上の獲得に加え、2018年8月に株式取得したSchrader社
の連結などにより、売上高は304億21百万円（前年同期比59.9%
増）となりました。利益面では、のれんや設備投資による減価償却
費の増加、新規製品の立ち上げ費用の発生などにより、営業利益は
9億59百万円（前年同期比14.2%減）となりました。

欧　米

為替換算の影響と、アルミダイカスト製品の物量減などにより、
売上高は129億21百万円（前年同期比4.5%減）となりました。利益
面では、営業利益は4億91百万円（前年同期比32.6%減）となりま
した。

アジア

事業クローズアップ

アルミホイール用標準センターオーナメント開発で「2018年度VA推進優良賞」を受賞
当社では、アルミホイール用のセンターオーナメントにおいて、印刷による

影付けと、印刷柄を正確に製品位置に合わせる成形技術により、従来品の見栄え
を損なうことなく、エンブレムと本体を一体化することを可能としました。
これにより、組み立てに必要な部品点数・工数等を大幅に削減でき、2019年2月、
トヨタ自動車より「2018年度VA推進優良賞」を受賞しました。同工法は海外
拠点でもグローバルに導入されており、タイの拠点においても2018年度の

「VA Award」を受賞しています。 ※VA＝Value Analysis（価値分析）の略 8
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中間配当 期末配当 連結配当性向

2017 2018 2019

配当金の推移／連結配当性向

営業活動による
キャッシュ・フロー

12,101 財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び
現金同等物に
係る換算差額

△2,520

投資活動による
キャッシュ・フロー

△11,239 現金及び
現金同等物の
四半期末残高

19,355

△475

現金及び
現金同等物の
期首残高

21,488

2018年度末 2019年度
中間期末

連結キャッシュ・フロー  （単位：百万円、未満切り捨て）

営業活動により121億円のキャッシュを獲得し、投資活動では設備
投資などに112億円を支出したため、フリー・キャッシュ・フローは
8億円のプラスとなりました。財務活動では借入金の純返済額12億
円など総額25億円の資金を支出しました。為替の換算差額4億円の
減少により、当中間期末の手持資金は、前期末から21億円減少 
し193億円となりました。

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題とし、安定的
な配当の継続を基本に業績及び配当性向等を総合的に勘案し、
剰余金の配当を行っています。2019年度中間期の配当金は、
1株当たり16円といたしました。期末配当は17円を予想しており
ます。

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
3,473

営業利益
4,683

経常利益
4,935

売上高
82,765

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
3,824

営業利益
3,933

経常利益
5,064

売上高
64,285

2019年度中間期
（2019年4月1日～2019年9月30日）

2018年度中間期
（2018年4月1日～2018年9月30日）

収益の状況  （単位：百万円、未満切り捨て）

当中間期は、顧客の生産台数の増加に加え、新規売上の獲得と
Schrader社の連結等により、連結売上高は827億円と前年同期
比28.7％の増収となりました。利益面では、売上増による利益増
や原価改善等により、営業利益は前年同期比19.1％増の46億円、
経常利益は為替の影響等により2.5％減の49億円、親会社株主 
に帰属する四半期純利益は9.2％減の34億円となりました。

資産合計
201,677

負債純資産合計
201,677

資産合計
203,831

負債純資産合計
203,831

固定負債
61,604

流動負債
45,151

純資産
97,075

流動資産
64,320

固定資産
139,510

流動資産
58,317

固定資産
143,360

流動負債
41,546
固定負債
62,172

純資産
97,958

2018年度末
（2019年3月31日現在）

2019年度
中間期末

（2019年9月30日現在）

2018年度末
（2019年3月31日現在）

2019年度
中間期末

（2019年9月30日現在）

財務の状況  （単位：百万円、未満切り捨て）

総資産は2,016億円となり、前期末比21億円減少しました。
これは主に、現金及び預金が21億円、受取手形及び売掛金が28
億円それぞれ減少したこと、有形固定資産が27億円増加したこと
などによります。純資産は、利益剰余金が23億円増加しましたが、
為替換算調整勘定が23億円減少したことなどにより、8億円の 
増加となりました。

2018年8月31日付けで株式取得した米国Schrader-Bridgeport International, Inc.およびフランスAugust France Holding Company SAS、Schrader SASとの企業結合に
ついては、前第2四半期連結会計期間において暫定的な会計処理を行っておりましたが、前連結会計年度末に確定しております。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、前第2四半期連結累計期間との比較・分析にあたっては、暫定的な会計処理の確定による見直し後の数値を用いております。

9



Company Profile / Stock Information会社概要／株式情報

発行可能株式総数 90,000,000 株
発行済株式の総数 61,312,896 株
株主数 3,676 名

社 名 太平洋工業株式会社
Pacific Industrial Co., Ltd.

本社所在地 〒503−8603  岐阜県大垣市久徳町 100 番地
TEL 0584−91−1111（大代表）

設 立 1930 年 8 月 8 日
資 本 金 7,316 百万円
従 業 員 数 1,933 名（連結：4,657 名）
事 業 内 容 自動車部品、電子機器製品等の製造

ならびに販売

株　主　名 持株数（千株）持株比率（％）
日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口） 7,229 11.87

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 3,163 5.19

株式会社三菱UFJ銀行 2,679 4.39
株式会社大垣共立銀行 2,671 4.38
株式会社十六銀行 2,619 4.30
日本生命保険相互会社 2,359 3.87
第一生命保険株式会社 2,349 3.85
PECホールディングス株式会社 1,987 3.26
太平洋工業取引先持株会 1,965 3.22
岐建株式会社 1,891 3.10

（注）持株比率は自己株式を控除しております。

金融商品取引業者
0.7％

金融機関
47.0％

その他国内法人
12.1％

外国法人
19.0％

自己株式
0.7％

個人・その他
20.5％

所有者別株式数分布状況

会社の概要 株式の状況

大株主（上位10名）

西大垣工場、東大垣工場、北大垣工場、養老工場、
美濃工場、九州工場、栗原工場、若柳工場

国内拠点 8工場

日　　 本 太平洋産業株式会社
ピーアイシステム株式会社
PEC ホールディングス株式会社

台　　 湾 太平洋汽門工業股份有限公司
韓　　 国 太平洋バルブ工業株式会社

太平洋エアコントロール工業株式会社
米　　 国 Pacific Industries USA Inc.

Pacific Manufacturing Ohio, Inc.
Pacific Manufacturing Tennessee, Inc.
Schrader-Bridgeport International, Inc.

タ　　 イ Pacific Industries（Thailand） Co., Ltd.
Pacific Auto Parts（Thailand） Co., Ltd.

中　　 国 太平洋工業（中国）投資有限公司
天津太平洋汽車部件有限公司
長沙太平洋半谷汽車部件有限公司
太平洋汽車部件科技（常熟）有限公司

ベ ル ギ ー Pacific Industries Europe NV/SA
フ ラ ン ス August France Holding Company SAS

Schrader SAS

グループ会社

（2019年9月30日現在）

10



発行日：2019年11月22日
この印刷物は適切に管理された森林からの原料を含むFSC®
認証紙および植物油インクを使用しています。

事 業 年 度 4 月 1 日～翌年 3 月 31 日
期末配当金受領株主確定日 3 月 31 日
中間配当金受領株主確定日 9 月 30 日
定 時 株 主 総 会 毎年 6 月
株 主 名 簿 管 理 人 三菱UFJ信託銀行株式会社特別口座管理機関
同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
℡ 0120−232−711（通話料無料）

上場証券取引所 東京証券取引所・名古屋証券取引所 市場第一部
単 元 株 式 数 100 株
証 券 コ ー ド 7250
公 告 の 方 法 当社のホームページに掲載いたします。

公告掲載 URL
https://www.pacific-ind.co.jp/koukoku/

（ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告を
することができない場合は、中部経済新聞および日本 
経済新聞に公告いたします。）

株主メモ

〒503−8603  岐阜県大垣市久徳町100 番地
TEL 0584−91−1111（大代表）　　FAX 0584−92−1804

当社ホームページのご案内

www.pacific-ind.co.jp
当社のホームページでは、企業情報、IR・投資家情報、
CSR・環境情報などさまざまな情報を掲載しております。

https://www.pacific-ind.co.jp/csr/report/
太平洋工業  CSRレポート 検　索WEBサイトからWEB CSRレポートを

ご覧になりたい方は CSRレポート2019

CSRレポート2019発行
　2019年10月末に発行した「CSRレポート2019」では、当社グループの様々なCSRの取り
組みを、3つの特集とマネジメント・経済・社会・環境の側面から、具体的にわかりやすく
紹介しています。


